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重点番号19：火葬場の設備・運営に係る広域化・官民連携のための見直し（富山市）



●
富
山

市
の

火
葬

場
の
現
況

・
富
山
市
は
平
成
1
7
年
４
月
に
周
辺

６
町

村
と

合
併

し
、

現
在

４
つ

の
火

葬
場

を
運

営
。

現
在

、
富

山
市

斎
場

の
建

替

え
を
検
討
中
で
あ
る
。

●
今
後
の
死
亡
者
数
及
び
火
葬
件
数
の
推
計

・
総
人
口
は
平
成
3
0年

６
月
末
現
在
、
4
17
,4
72
人
。
う
ち
、
高
齢
者
は

12
1,
28
6人

で
あ
り
、
高
齢
者
割
合
は
人
口

全
体
の
約
3
0%
で
あ
る
。

・
死
亡
者
数
及
び
火
葬
件
数
は
、
少
な
く
と
も
2
04
0年

ま
で
微
増
を
見
込
む
。

～
人

・
ま
ち
・
自
然
が
調
和
す
る

活
力
都
市

と
や

ま
～

●
周
辺
７
市
町
村
の
状
況

・
滑
川
市
、
上
市
町
、
射
水
市
、
砺
波
市
に
１
つ
ず
つ
、
南
砺
市
に
３
つ
の
火
葬
場
が
あ
り
、
そ
れ
ぞ
れ
で
経
営
が

行
わ
れ
て
い
る
。
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●
火

葬
場
の
維
持
管
理
費
・
更
新
費

・
富

山
市
は
、
自
ら
が
運
営
す
る
火
葬
場
の
維
持
管
理
費
を
毎
年
度
負
担
し
て
い
る
。

・
そ

れ
ぞ
れ
の
火
葬
場
が
更
新
時
期
を
迎
え
る
予
定
で
あ
り
、
維
持
管
理
費
に
加
え
、
早
晩
火
葬

場
の
更
新
に
要
す
る
費
用
を
負
担
す
る
こ
と
に
な
る
。

（
※
火
葬
炉
の
耐
用
年
数
は
通
常
約
1
5
年
程
度
。
）

●
火
葬
場
に
係
る
住
民
負
担
の
抑
制

・
火

葬
場
の
広
域
化
や
民
間
企
業
の
ノ
ウ
ハ
ウ
の
活
用
に
よ
り
、
効
率
的
で
ダ
イ
ナ
ミ
ッ
ク
な

経
営
を
行
う
こ
と
が
可
能
と
な
り
、
維
持
管
理
費
や
更
新
費
用
を
抑
え
る
こ
と
が
で
き
る
。

・
結

果
、
税
負
担
が
抑
制
さ
れ
、
住
民
に
大
き
な
負
担
を
求
め
る
こ
と
な
く
、
住
民
の
税
負
担

の
抑
制
に
繋
が
る
。

～
人

・
ま
ち
・
自
然
が
調
和
す
る

活
力
都
市

と
や

ま
～
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●
民

間
活

用
の

範
囲

の
明

確
化
（
提

案
①
）

Ｐ
Ｆ
Ｉ
事
業
に
よ
る
火
葬
場
の
経
営
は
現
行
制
度
で
も
可
能
だ
が
、
民
間
事
業
者
へ
の
事
業
譲
渡
を
含
め
、
Ｐ
Ｆ
Ｉ
事
業
の
更
な
る
深
化

を
図
る
た
め
、
火
葬
場
の
経
営
を
ど
の
程
度
ま
で
民
間
企
業
に
委
ね
る
こ
と
が
可
能
か
、
墓
地
、
埋
葬
等
に
関
す
る
法
律
の
通
知
の
内
容
を

明
確
化
・
具
体
化
す
る
必
要
が
あ
る
。

～
人

・
ま
ち
・
自
然
が
調
和
す
る

活
力
都
市

と
や

ま
～

墓
地
、
埋
葬
等
に
関
す
る
法
律
の
通
知
（
写
）
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～
人

・
ま
ち
・
自
然
が
調
和
す
る

活
力
都
市

と
や

ま
～

●
広

域
化

・
官

民
連

携
を

検
討
す
る

た
め
の
、

「
協
議
の

場
」
と
し

て
の
協
議

会
制
度
の

位
置

づ
け

（
提

案
②
）

・
火
葬
場
の
維

持
管
理
費
や
更
新
費
の
更
な
る
節
減
を
図
る
た
め
に
は
、
必
要

な
資
材
の
一
括
発
注
、
集
中
管
理
等
に
つ
い
て
、
隣
接
す
る
周
辺
市

町
村
、
様
々

な
主
体
と
一
緒
に
な
っ
て
、
火
葬
場
の
広
域
化
や
官
民
連
携
を

検
討
す
る
必
要
が
あ
る
。

・
議
会
議
決
が

不
要
で
広
域
的
な
連
携
に
向
け
た
「
協
議
の
場
」
と
し
て
の
協

議
会
制
度
を
、
墓
地
、
埋
葬
等
に
関
す
る
法
律
に
位
置
づ
け
る
こ
と

を
求
め
る
。

・
協
議
会
に
て

決
ま
っ
た
こ
と
に
対
し
、
地
方
公
共
団
体
は
尊
重
義
務
が
課
せ

ら
れ
る
。

広
域
化
・
官
民
連
携

の
先
進
例
（
（
例
）
下
水
道
事
業
）
※
下
水
道
法
の
広
域
化
の
検
討
の
場
と
し
て
法
定
協
議
会
が
活
用
さ
れ
て
お
り
、
水
道
法
の
広
域
化
に
お
い
て
も
活
用
さ
れ
る
予
定
で
あ
る
。

※
上

記
の

図
に

つ
い

て
は

、
国

土
交

通
省

H
P資

料
よ

り
引

用
。
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